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経 済論叢(京 都大学)第166巻 第3号,2000年9月

日中韓3国 連結小型モデルによる日韓および

日韓十中自由貿易協定の効果分析

大 西 広

ヂ 清 沫

日韓自由貿易協定の開題が日韓間でひとつの検討事項 とな り,そ の影響の計

測などの問題が学界でもひとつのテーマ となってきている。たとえば,政 府プ

ロジェク トとして立ち上げ られた21世 紀 日韓経済関係研究会[2000]や 孫

[2000]な どがその例であり,か なり詳細な産業別の分析や多数国間の貿易構

造変動分析が行われている。しかし,そ れでも,前 者はCGEモ デルを使 うこ

とによって非常に多くの恣意的な仮定を前提 としてお り,ま た後者 もクロス ・

セクション分析であるがために,効 果の時系列変動 を見 られないなどの限界を

持っている。そのため,本 稿ではオーソドック.スではあるが,時 系列データを

用いた小型国際連結計量経済モデルを作成 してこの効果を分析す ることとした。

ただ し,本 稿の分析は単なる日韓 自由貿易協定だけのそれではない。という

のは,昨 年末のFASEAN+日 中韓」首脳会談を前に中国がASEANが 検討

中の自由貿易協定を 「日中韓」を含むものに拡大するようにとの提案を行い,

実際,B韓 両国にとっての中国という貿易パー トナーの役割は急速に増大 して

いることを考慮すれば,日 韓自由貿易協定 とともに 「日韓+中 」協定のような

協定のあり方 も効果分析の対象にす ることが望ましいと考えられたからである。

ここで作成 した国際連結計量経済モデルも当然中国を含む ものであるため,そ

うした 「日韓+中 」協定の効果分析 も簡単にすることが出来た。

なお,そ れでも,こ うした中国を含む東北アジア全体が現在ない し将来に持

つ世界的な位置や域内貿易構造の自己再認識は上記のような効果分析に先立つ

.. .__幽」_一
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認識と理解 し,そ うした作業 も本稿では行っている』そして,そ の際には,当

該モデルの国別輸出関数g計 測結果を検討した り,筆 者が別に構築 したモデル

の予測結果の利用 も行 っている。その意味では,本 稿はそのために作った新た

な小型連結国際モデルの解説論文でありつつ も,特 に前半部では必ずしもその

モデルにこだわった叙述を採 らない。 日韓自由貿易協定および 「日韓+中 」協

定に関する分析が本論文の基本的筋であって,そ のために本章の最後では日韓

協定を考えるに当って不可欠 と思われる直接投資促進効果などの問題について

も言及する。

1東 北アジア域内貿易量の将来予測

「東北 アジア」 を一体 と して捉 える

とこ ろで,日 韓 両 国 は ユ9世紀 末以 来 の約 半 世 紀 の間 ,非 常 に不 幸 な歴 史 を経

験 し,そ の こ とが この 地域 の経 済統 合 を促 進 す る上 で の 大 きな 障害 と して作 用.

して 来 て い る。 しか し,本 来,こ の二 千 年 を単位 と して見 た場 合,日 韓 ない し

日中 韓 三 国 の 国 際 関係 は そ の ほ とん どの 期 間.にお い て そ う した競 争 者 と して の

関係 で は な く,も っ と共 存 の,あ るい は 互助 的 な もので あ った と理 解 され る。

た とえ ば,帰 化 した大 量 の 大 陸 人 た ち が 日本政 府 の要 職 に就 き,ま た 日本 か ら

の留 学 生 が 中 国唐 朝 の 大 臣 を務 め た とい う過 去 の事 実 ,あ るい.はそ れ ほ ど 「国

.境 」 とい うも の を意 識 しな い社 会が この東 北 ア ジ ア に現 実 に存在 した とい う こ

とが あ る。 現 代 は 国 際 化 が 進 ん だ,グ ロ ーバ リゼ ー シ ョンの 時代 だ とよ く言 う

が,過 去 のわ れ わ れ の 地 に あ った こ う した 現 象 を現 在 わ れわ れ は見 る こ とが で

き ない 。 つ ま り,過 去 の東 北 ア ジ ア は も っ と一体 化 した簡 保 にあ った 。 わ れ わ

れ は 何 も急 に 突拍 子 もな い こと を始 め よ う と して い る ので は な く,こ う した 過.

去 を た だ 「取 り戻 す 」 こ と を 目的 に して い る に過 ぎない6「 国」 に と らわ れ ず,

も っ と東 北 ア ジ ア 単位 で もの を考 え直 す,そ う.した 作 業 の ひ とつ と して現 在 検

討 中 の 日韓 自 由貿 易協 定 や 日韓+中 協 定 を考 え直 して み る こ とが 現在 非常 に重

要 に な っ てい る よ うに思 われ る。
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そ して,も しそ の よ うに 「国 」 とい う単位 をは ず して,わ れ わ れ が各 国 人で

あ る とい う よ り,「 東 北 ア ジ ア人」 とい う単位 で もの を考 え た 時,こ の わ れ わ

れ の住 む 「東 北 ア ジ ア」 は いつ の 間 にか 世 界 の 【:業基 地 と して の特 別 な地 位 に

就 い て い る こ とが 分 か る。 た とえ ば,『 世 界 国 勢 図 会」 や 日本 化 学 繊 維 協 会

[2000]の 資 料 か ら整 理 す る と,日 中韓 の3国 の 工 業 力 は 第1図 の よ うにす で

にか な り大 きな もの1とな って来 て い る。 と りわ け,船 舶 で は この3国 で 世界 の

8割 を生 産 し,ま た 産 業用 ロボ ッ トも世 界 の6割 を隼 産 して い る こ とに な る 。

ま た,図 に は記 され て い な い が,前 者 の資 料 か ら,世 界 の テ レビ受 像機 の46%

が この3国 で 製 造 さ れ て い る こ と(1995年),半 導 体 上位10社 中 の4社 は 日韓

企 業 で あ る こ と(1999年)な ど も知 る こ とが で きる。 この よ うな 工 業 力 の 集積

度 は ヨー ロ ッパ を凌 駕 し,北 米 と肩 を並 べ る。 日中韓 はそ の3国 の 問 で 競 って

い るの で は な く,実 は こ う した 世界 工業 の 中心 地 を欧 米 世 界 か ら東 北 ア ジ アに

取 り戻 す作 業 を して い る とい うこ とが分 か るので あ る。

東北ア ジアの域 内貿易構造

した が って,こ の地 域 は世 界 で も有数 の経 済活 動 の活 発 な地 域 とな って お り,

も しそ うす れ ば この域 内;東 北 ア ジ ア域 内 で の商 品移 動,つ ま り貿 易 もまた か

な り活 発 化 して い る とい うこ とに な る。 この こ とを調 べ る た め に,本 章 で は 次

の 第2図 の よ うな グ ラフ を作 成 した 。 日中 間 で平 和 条 約 が 締 結 され る前 の1977

年 か ら1989年,1999年(こ れ が 現 時 点(p最 新 デ ー タで あ る)ま で の変 化 を見 る

と,こ の 約2⑪年 間 に お け る東 北 ア ジ ア の域 内 貿易 量 の増 大 が 見 て とれ る。 中 国

の改 革 開 放 政 策 へ の転 換 とそ の急 速 な経 済 成 長,そ して そ の下 で 日中,中 韓 間

の国 交 正 常 化 が 進 ん だ こ とが 最 大 の条 件 ζ な って い る。

なか で も と りわ け,中 国 の対 外 経 済 交 流 の 発展 は め ざ ま し く,そ の こ とは こ

の3国 のそ れ ぞ れ他 の2国 に対 す る(.各 国 通 貨 実 質 ベ ー ス の)輸 出数 量 を決 め

て い る関 係 を回 帰 方程 式 と して推 計 す る こ とで確 か め られ る。 第1表 は その 結

果 を示 して お り,こ の 内,韓 国 の対 中輸 出 関 数 以外 はす べ て対 数 形 で 推 計 して

{
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いるため,表 革の弾力性の値は推計された係数そのものである。また,韓 国の

対中輸出関数は対数変換せずに推計したので,表 中の弾力性は推計された係数

と各変数の実際値から計算によって求められたものである(.基準年は1999年)。

そのことに注意 して表を検討すると,ユ に近い第5欄 の 「決定係数」でほぼ

すべての方程式が,① 相手国のGDPと,② 輸出価格の相手国国内平均価格

(GDPデ フレーター)に 対する比率(為 替 レー ト調整済み).と い う2変 数で

ほぼ説明しきれることが示されている(表 には記されていないが各係数推定値

のt値 もすべて5な いし10%の レベルで有意であった。また,韓 国の対中輸出
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第2図 東北 ア ジア域 内貿易 の変遷 と予測(単 位 ほ00万 ドル〕

1977 1989 999

年

1 20ユ5

第1表 日中韓3国.間 の輸 出数量 の決定要因

2025

]

説 明され る輸出
数量

輸出相手国実質
GDPの 輸 出 に

対 す る弾 力性

自国輸出品価格と相手国国

内平均価格の比〔相対価格)
の輸出に対する弾力性

推計
期間

自由度調 整済み
決 定係数
嚇 ㎞.Wa鮒on比

韓国の対 日輸出 2.13 一 〇.43
1972-

1999

O,951

1.,153

韓国の対中輸 出 1.29 一 2.59
1990一.

1999

O.975*

2,552.

日本の対韓輸 出 0.66 . 一 〔}
.75

1973-

1999

..

、

0,941

1,653

日本 の対 中輸出 0.90 一 〇
.53

1979-

1999

0,751

1,444

中国の対韓輸出 4.80 一1
.21

1990-

1999

0,815

1,832

中国の封 目輸出 9.31 一〇,90
1990-

1999

0,846

1,510

注1):日 本の2つ の輸出関数 はともに誤差項 に一階の 自己相関 を仮定 し,コ クラ ン ・オーカ ッ ト

法 で推計,そ の他はすべて普通最小 二乗法 を使 用 した。 コクラン ・オー カ ット.法推計 による

誤差項の 自己相関係数は,日 本の対韓 輸出が0.496 .対 中輸 出では0.564で あった.
2〕:*印 の決定係数及びDW比 は当該方程式を対数変換 せず に普通最小二乗法推定 した結果で

あ る。
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のみはこの第2の 変数の弾力性が うまく推計できなかった。)す なわち.① 相

手国の購買力(GDP)の 増大は輸出を増やす.② 相手国国内価格に比 した輸

出価格の低下は輸出を増やす(逆 は逆).と いう関係のあることが示されている。

なお,中 国の推計期間が短いのは中国の他国との貿易関係の歴史の浅さを考慮

したものである。

この推計結果にはいくつかの興味ある帰結が示されている。というのはまず,

第3列 に示された弾力性(輸 出価格の相手国価格 との比の輸出に対する弾力

性)が 当該2国 間で取引される輸出品目が両国間での競合性を示 しているとす

れば,中 韓間が最 も競合的ということになるか らである。実際,最 近でこそ韓

国の対中輸出品目の高度化(機 械,電 子,.自 動車への シフ ト)が 進んだものの,

韓→中輸出で も中→韓輸出で も繊維,化 学工業製品.が長期 に主要輸出品目と

なっていた。逆に言 うと,近 年こうした関係を脱 し始めた とい うことで初めて

中韓間の貿易を相互補完的にし ょって中国の参加する自由貿易地帯の形成が

検討しうる状況に至 ったのだ と言えよう。

しかし,こ の推計結果でより興味深いのは,表 中第2列 に示されたもうひと

つの弾力性(相 手国GDPに 対す る弾力性)に ついてである。ここで もやはり,

中国の輸出の他国GDPに 対する弾力性が最大で,韓 国の輸出がそれに続 き,

最後に日本の輸出の弾力性が最小 となっている。これも,如 何に中国の輸出が

域内で急拡大したか,ま た韓国の輸出がそれにどう続いたかを示 している。中

国,次 いで韓国の輸出成長がいかに東北アジア域内の貿易 リンケージを密接に

したかが分かる。

域内貿易の将来予測

ところで,こ のような域内の貿易構造が続 く限り,わ れわれの東北アジアの

域内貿易は今後 もますます発展することだろう。そのことは,再 び成長率を.上

方に転 じている中国の経済動向からも予想されることである。 したがって,こ

こでは,上 記の輸出数量関数の結果を利用 して2025年 までの域内貿易量.を予測

}
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した。その予測結果は第2図 のグラフの右半分で示されている。ただし,ご の

予測では各国通貨ベースの輸出価格と国内平均価格は1999年 以降不変と仮定 し

ている。また,為 替 レー.トと3国 の実質GDPは 環太平洋地域経済の長期予測

を目的 として作成された京都大学環太平洋計量経済モデル(大 西[1998]参

照)の 予測結果を利用 した。

その予測結果を見ると,ま ず何よりも今後25年 間の域内貿易の拡大が これま

で以上であること,そ して,中 国と日韓両国との間の貿易の拡大が とくにめざ

ましいものとなっていることが目立つ。韓国と完全にゼロ成長経済化 した日本

との貿易の拡大は進まず,今 後も高成長を続ける中国 と他の2国 との間の貿易

が急伸す.る。とりわけ,そ の度合いは中韓間で大 きい。この予測においては,

日韓およびそれに中国を加えた自由貿易協定を計算に入れていない点は注意 し.

なければならないが,と もか く,日 韓間の関係だけにわれわれの目が限定され

てはならないことを強 く印象づける。次第で見るように,自 由貿易地帯の形成

に中国のヵ日.人も検討されうる客観的事情のひとつ とも言えよう。

ただし,国 際的な貿易関係は当然,こ うした域内に留まらず他の世界とも.拡

大するものなので,こ うした域内貿易の 「規模」だけではなく,「比重」 もま

た拡大するのか否か も重要である。そ して,そ のために各国.にとつ.ての域内貿

易の比重についても簡単な予測を行ってみた。それは,次 の第2表 に示されて

いるが,こ の数字は,次 節で使用する 「京都大学東北アジアモデル」の3国 と

域外 との貿易 を説明する方程式に,上 述 「京都大学環太平洋モデル」の各国

GDP予 測値などを代入(さ らに世界貿易を予測す る方程式を追加)し て予測

したものである。

その結果を見ると,ま ずはこれまで韓国の域内貿易の比重はやや低..ド気味で.

あった一方で,日 本は一貫して,ま た中国はこの10年 間に域内の比重を増大さ

せて来た ことがわかる。そ して,そ の比重は今後 とも拡大するという予測 と

なった。とりわけ,韓 国の比重は顕著に増大するとなっている。この結果はあ

まりにドラスチ ックであり,予 測結果に対 し疑問もあ りえようが,筆 者 として
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第2表 各 国 に と って の 域 内 貿 易 の比 重(単 位:%)

1977年十 1989年 1999年 2015年 2025年

韓 国1.23

H本6

中 、 国21

22

9

16

20

13

20

47

14

29

66

22

32

は 日中韓 三 国 の 今 後 の 経 済 規模 の変 遷か らす れ ば.十分 あ りう る もの と考 え て い

る。 とい うの は,.現 在 の 日中韓 の ドルベ ー ス のGDP比 率1=9:2が2025年 に

1:6=13と な る とす れ ば(こ れ が 「環 太平 洋 モ デ ル 」 の 予 測 で あ る),韓 国 は

今 後 非 常 に大 きな ふ た つ の 市場 に 囲 まれ る こ とと な り,そ れ ら との取 り引 きが

従 来 と は異 な るス ケー ル で 重 要 に な っ て来 る。 こ の.条件 は 自身 が 巨 大 な市 場 と

な って い る 日本 や 中 国 とは 異 な る た め,最 小 の.市場 規 模 で あ る韓 国 の域 内貿 易

比 重 渉 特 別 に高 くな って い る もの と思 わ れ る ので あ る。 今 後 も急成 長す る中 国

要 因 の 重 要 性,も っ と言 え ば,韓 国 に と っ て の貿 易 は単 に 「対 日」 だ け を 見 て

い て はな らな い こ とを 強 く印象 づ け る もの と な って い る。 興 味 深 い 。

II日 韓および 日韓十中自由貿易協定の効果分析

日韓および日韓十中協定の比較の必要性

したがって,上 述のような認識を前提にすると,東 北アジアの経済的統合の

方向性は単に日韓間の問題を考えるというだけではなく,少 なくとも中国を含

む3国 間の関係 としても検討がなされなければならない。そして,実 際,そ う

した時に今度は中国側か らASEAN地 域で検討が進んでいる自由貿易協定を

「日中韓」を含めたものとして拡大させようとする提案がなされるに至った。

昨年末にシンガポールで開催された 「ASEAN+日 中韓」の首脳会談を前に中

国側が行 った提案がそれであ り,そ の後 もまた中国人研究者が個人の資格で

「日中韓港」の自由貿易協定を提案している(胡[2001])。

筆者の考えるところ,こ うした中国の提案がなされるのには,東 南アジアで

始まった自由貿易協定締結への議論に乗.り遅れまいとする中国の思惑とともに,
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以.卜.のよ う な事 情 が あ った も の と思 わ れ る 。 す な わ ち,①WTO型 の貿 易 自

由 化 の 流 れ に対 して,2国 間 な い し一 定 地域 内 の 地域 統 合 の流 れ が 全 世 界 的 に

主 流 と な りつ つ あ る こ と,②WTO加 盟 に伴 う 中 国農 業 へ の 打 撃 が この協 定

の場 合 は(ど の 国 も国 内農 業 保 護 に同 意 す る の で)少 ない と見 られ る こ と,③

日韓 の 工業 製 品 に打 ち勝 つ だ けの 中 国工 業 の競 争 力 が 備 わ って 来 て い る こ と,

な どで あ る。

こ の た め,我 々の 分析 す る 「日韓 自由貿 易 協定 」 はそ れ に中 国 が加 わ った場

合 と の比 較 の 中で検 討 さ れ な け れ ぼ な ら ない 。 幸 い,わ れわ れ は前 節 で 日中韓

3国 を結 びつ け る輸 出 関数 をす べ て推 計 して お り,こ の方 程 式 を使 って3国 そ

れ ぞ れ の マ ク ロモ デ ル を連 結 す る こ とが で き,ま た そ の こ とに よ って 日韓 協 定

の効 果 だ け で な く,そ れ に 中国 も加 わ った場 合 の効 果 も推 計 す る こ とが で き る。

この 目的 のた め,わ れ わ れ は ,「 京 都 大 学 東 北 ア ジ ア計 量 経 済 モ デ ル」 を構 築

した(こ の モ デ ル は サ[2000]Ohnishi&Yin[2001]の 改 訂 版 で あ.る)。 本

来 は,「ASEAN+日 中韓 」 全 体 の 自 由貿 易 協 定 と の比 較 を行 うべ き との 問 題

もあ るが,こ こで は そ こまで 拡 張 せ ず,3国 の み の 効 果 分析 を行 い た い。

この モ デル は概 略,以 下 の よ うな特 徴 を持 って い る。 す な わ ち,

① 日中韓 の3国 を対 象 と して い る。.

②.各 国 モ デ ル の リ ンケー ジは 輸 出(入)関 数 に よ っ て行 わ れ る貿 易 リ ン ク

モ デ ルで あ る。

③ 輸 出 人構 造 の 変 化 が マ クロ経 済 に与 え る影 響 を見 るた め に,各 国 モ デ ル

は ケ イ ンズ 型 の 需 要 決 定 モ デ ル と して い る、。

モ デ ル の 全 容 に 興 味 の あ る 読 者 はHP(http:〃i .econ.kyoto-u.ac.JP/pacific/

y・.bunn-m・del/index,htm)の 方程 式,)ス トを参 照 され た い 。

と もか く,以 上 の よ うな理 由で この モデ ルを使 って 「日韓 自 由貿 易協 定 」 と

「日韓+中 自由貿 易 協 定 」 の2つ の あ り得 るケ ー ス につ い て,.そ れ ぞ れ の効 果

分 析 を行 っ た。 分 析 を行 った 期 間 は1990年 か ら1999年 まで の10年 間 で,も し こ

の期 間 に それ ぞ れ の 自由 貿 易協 定 が締 結 され れ ば ど の よ うな 影 響 が 各 国経 済 に
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与 え られ た か を推 計 す る とい う方 法 で 行 った 。 ま た,「 自由貿 易協 定 」 は本 来

お互 い に関 税 率 を原 則 ゼ ロに す る,と い う もので あ るか ら,こ の推 計 期 間 の初

年 で あ る1990年 時 点 の 関 税 率 が ゼ ロ とな り,.そ の結 果 各 国 に対 す る各 国 か らの

輸 入 価 格 が そ の 比 率 で低 下 し,よ って どの程 度 の輸 人 増(輸 出 国 か ら見 る と輸

出増)が 生 じるか を 調 べ て推 計 結 果 と.した。 な お,こ こで 「関税 率 」 と した の

は,IMF,GovernmentFinanceStatisticsで 得 られ た 関税 総 額 を 同 じ くIMF統

計 で あ るDirectionofTradeStatisticsで 得 られ た 輸 入総 額 で 割 った 商 と し,

日中韓 そ れ ぞ れ が2.7%,6.2%,7.5%で あ った 。 確 か に この3国 の 関税 率 は

一般 に は2 .5%,ユ7.4%,7,4%(胡[2001])や,1.7%,17%,7.9%(張 ・

趙[2000]〉 な ど とさ れ て い るが,中 国 の 実 質的 な 関税 率 は もっ と低 い との議

論 もあ る(胡[2001])。 そ こで,本 モ デ ル で計 測 す る効 果 で あ るた め,本 モ デ

ル の デ ー タ ソー スで あ る と こ ろのIMF統 計 が ベ ター との理 解 か ら先 述 の 関税

率 を もって 推 計 した 。 当 該3国 間 の 関税 率 とh記 の よ う な各 国の 全 世.界に対 す

る関税 率 の平 均 値 とも本 来 格 差 が あ る はず で あ るが,こ こで はそ の問 題 点 に も

対 処 で きなか った 。 この 点 も注 意 さ れ た い 。計 測 結 果 は次 の 第3表 と第4表 で.

示 され てい る。

日韓自由貿易協定の効果

そこで,ま ず第3表 の 「日韓自由貿易協定」の効果についてその特徴を見て

みよう。

す ると第1に 注目されるのは,日 韓両国で輸入価格の低下による輸出入がと

もに増加するものの,日 本においては輸出の方が伸び率が高 く,逆 に韓国にお

いては輸入の方が伸び率が高 くなっていることである。これは,韓 国の関税率

の方が現状で 日本の関税率より高 く,し たがって韓国への輸入価格の下落の方

が大 きくなるためであると思われる。韓国国内において,こ れまで保護関税で

守られていた競争力の弱い産業に自由貿易協定への反対論が強いこともこの文

脈で理解で きる。なお,21世 紀日韓経済関係研究会[2000]の 計算では,日 本
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第3表 日韓 自由貿易協定の効果

(各需要項目の基準値に対する増減率.単 位:%)

2年 目 4年 目 6年 目 8年 目 10年 目

日本 ・GDP 0,093 0,097 0,080 O,086 0,015

消 費 0,039 0,088 0,Q8D 0,082. 0,037

投 資 0,101 0,103 0,085 0,095 〔}.029

輸 出 0,837 O,762 0,754 0,695 0,720

輸 人一.......0,585 O,754 0,815 0,754. 0,448

韓 国 ・GDP 1,896 0,431 0ユ25 0』87 一〇.036

消 費 1,050 『672 0,325 0,149 0,093

投 資 0,002 0543 0,275 O,364 3,673

輸 出 1,461 1,335 1,215 1,020 1,685

輸.入 3,186 1,695 1,534 1,411 2,649

中国 ・GDP 一 〇,200 0,⑪76 0,,212 0,265 0,971

消 費 一 〇256 一 〇
.039 0,138 0,218 (),593

投 資 一〇.104 一〇.081 O,197. 0,231 L〔}19

輸 出 0,507 0,839 0,952 1,ユ21 1,175

輸 入 一 〇.550 0,208 0,601 0,907 0,433

第4表 日韓+中 自由貿易協 定の効果

〔各需要項目の基準値に対する増減率.単 位:%)

2年 目 .4年 目 6年 目 .8年 目 10年 目

日本 ・GDP 0,036 0,025 .一〇,017 一〇.093 一 〇,309

消 費 一〇.OlO 0,024 一 〇
.004

一 〇
.072

一 〇
.239

投 資 0,032 0,Ol6 一 〇
,035 一 〇.120. 一〇.369

輸 出 ユ,038 1,080 1224 1,177 1,101

輸 入 D,906 1,249 1,557 1,710 1,967

韓国 ・GDP 1,939 0,514 0,262 0,125 一〇
,295

消 費 1,041 0,707 O,434 0,214 一〇.008

投 資 5,625 0,524 0,442 0,065 一 D.366

輸 出 1,993 1,920 2,097 1,694 1,233

輸 入 3,516 2,135 1,143 2,685 1,953

中 国 ・GDP 一 〇.427. 0,005 0,384 〔》,606 0,669

消 費 一 〇
,486

一D
.150 0,221 D,465 G,635

投 資 一 〇
,166

一 〇
.360 0,302. D.248 0,798

輸 出 2,940 4,008 4,606
F

6,334 5,576

輸 入 ユ,260 2,940 3,878 5,990 5,142.

■
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の対 韓 輸 出増 は16.3%な い し16.9%,韓 国 の 対 日輸 出増 は8.3%な い し8.0%と

な った が,表 中 に未 表 示 のわ れ わ れ の 計 算 で は 第10年 目で前 者 が4,28%,後 者

が3.79%と な った 。 共 に よ り小 さ くで て い るが,21世 紀 日韓 経 済 関 係 研 究 会

[2000]の もの よ り両 者 の伸 び率 の 差 が 小 さ くな って い る こ とが注 目 され る。

しか し,第2に,そ れで も韓 国 のGDPは 第10年 目 を除 い て増 大 して い る。

これ は 一見 奇 妙 に思 わ れ るか も知 れ ない が,実 質 国民 所 得 が 国 内価 格 の低 下 に

よ って増 大 す る こ とを考 慮 に入 れ れ ば あ り得 る こ とで あ る 。 す なわ ち,輸 入 財

は関税 率 の低 下 に よ って.ド落 し,そ れ が 国 内 価 格 を 引 き下 げ,よ っ て消 費 や 投

資 を刺激 して い るので あ る。 したが って,韓 国経 済全 体 に とっ て 日韓 自 由貿 易

協 定 は不 利 益 を もた らす もので は ない と結 論 で き る。 な お,国 内価 格 の 下落 に

よ る投 資 と消 費 の増 大 効 果 で は消 費 の 増 大 率 の 方 が 当 初 は 大 き く,そ の後 は逆

転 して い る。 これ もま た興 味 深 い 。

第3に,さ らに面 白 い の は,こ こで は 関 税 率 に 一切 変化 の な い 中 国経 済 も日

韓協 定 の 影響 を受 け て い る こ とで あ る.。中 国 経 済 は そ の輸 出 を増 や す が 輸 入 を

減 らす 。 これ は,他 の2国 経 済 の成 長 で そ の 両 国 へ の 輸 出 を増 やす と と もに,

日韓 両 国 の対 中輸 出価 格 が 相 対 的 に高 く.なる こ とで そ れ らが減 少 して い る もの

.と思 わ れ る。 いわ ゆ る 「貿 易 転 換 効 果 」 と言 わ れ る効 果 で あ る 。 ま た,こ う し

て 中国 の 純 輸 出 は増大 して も消 費 と投 資,し たが ってGDPに は マ イ ナ ス の影

響 が 見 られ る。 これ もまた 一 見 奇 妙 に思 わ れ るか も知 れ な い が,純 輸 出 の増 大

は国 内 の 需給 を タ イ トに し,よ って 価 格 上 昇 圧 力 とな る か ら,こ れ が 国 内価 格

を ヒ昇 させ て 消 費や 投 資 に マ イ ナ スの 効 果 を 及 ぼ す とい う こ とは あ り うる。 中

国経 済 の価 格 が 国 内需 給 に敏 感 で あ る こ とを 窺 わ せ る結 果 とな っ て い る。 た だ

し,こ う したGDPへ の マ イナ ス効 果 もす ぐに解 消 し,そ の後 は プ ラ ス効 果 に

転 じて い る。価 格 に敏 感 で 市 場 の調 整 が す ば や くな さ れ る 。 そ して,ど の よ う

な シ ョ ック も プ ラス効 果 に転 じて しま う。 中 国経 済 の 方 が他 の2国 の経 済 よ り

もよ り 「市 場 的」.な シス テ ム に転 換 し終 わ って い る可 能性 が あ る。
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「日韓十中」 自由貿易協定の効果

次 に 自由 貿 易協 定 に 中 国 も加 入 す る よ う な ケー ス の効 果 を 第4表 か ら見 て み

た い 。 そ こで は次 の よ うな特 徴 が 見 られ る。

第1に,韓 国 へ の影 響 に注 目す れ ば,変 動 の方 向が 日韓 協 定 の ケ ー ス とほ ぼ

同 じ と評価 さ れ るが,そ れ で もそ の 変動 の幅 の 大 き くな ってい る こ とが わ か る。

そ して,こ れ らの 変動 の 方 向 は消 費,投 資 お よ びGDPに 関 す る限 り,最 終 年

度 を 除 い て プ ラスで あ るの で あ るか ら,韓 国経 済 に とって 基 本 的 に は こ う した

自由貿 易 協 定 の拡 大 は利益 にな る とい う評 価 とな ろ う。 純 輸 入 が 拡 大 しつつ も

消 費,投 資 とGDPが 拡 大 して い る理 由 に つ い て も 日韓 協 定 の場 合 と同 じ もの

と思 わ れ る。

しか し,第2に,日 本 経 済へ の影 響 は マ イ ナ スの 方 が 大 きい か.も知 れ な い。

第4表 で は 当初 純 輸 出 が 拡 大 す る とな っ て お り,GDPも 拡 大 して い るが,す

ぐに純輸 出 もGDPも 減 少 に転 じる.。こ れ は基 本 的 に は輸 入 の拡 大 に よ る も の

と思 わ れ るか ら,第4表 で 純 輸 出 を 拡 大 して い る 中 国か ら の輸 入 が 急 増 す る結

果 と見 るのが 一 般 的 な見 方 で あ ろ う。

そ こで 第3に,中 国 経 済 へ の 効 果 に 注 目す る.と,輸 出(お よ び純 輸 出 〉.が急

増 し,他 方 で 基 本 的 に は消 費 や 投 資,GDPに も拡 大 効 果 が 出 てい る こ とが わ

か る。 こ こで も消 費,投 資 お よ びGDPに 対 す る当初 の効 果 は マ イ ナ ス で あ る

が,す ぐに プ ラ ス に転 じて い る 。や は りこ こで も 中国 経 済 の潜 在 力 を感 じさせ

られ る。

した が って,以 ヒの特 徴 を ま とめ る と,韓 国経 済 に と って は両 極 の協 定 と も

特 定 産 業 の 利益 を度 外 視 す れ ば基 本 的 に は国 民経 済 的 な利 益 が 不 利 益 を上 回 る

こ と,中 国 の 動 向 は無 視 で き な い こ と,し か しそ め 中 国か らの輸 出 の打 撃 を受.

け るの は 基 本 的 に は韓 国で は な く日本 の 方 で あ る こ とな ど とな ろ う。 た だ し,

こ う して 中 国 か ら 日本 向 け に輸 出 す る企 業 の 多 くは 日本 企 業 で あ ろ う とい う こ

と,そ して こ の こ と は韓 国 企 業 につ い て も言 え る こ とで あ ろ う。 最 終 的 には,

我 々 が利 益/不 利 益 とい う もの を各 国単 位 で 考 え る のか,「 東 北 ア ジ ア単 位 」
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で 考 え る の か とい.う問 題 で もあ ろ うQ「 東 北 ア ジ ア単 位 」 で 考 えた 際 に は利 益

が 不 利 益 を上 回 るの は 疑 う余 地 が な い。

IIIむ すび に代 えて一一一投資促進効果と信葛醸成の問題

ただ し,.こうした効果分析全体について注意 しておかなければならいごとは,

ここで推計された効果は必ずしも全面的なものではないということである。た

とえば,現 在韓国側から強い関心が持たれている外国企業の対韓投資の促進 と

いう課題にとってこの協定がどういう意味を持つのかといった重要論点は以上

の効果分析 では考慮 されていない。 しか し,21世 紀 日韓経済関係研 究会

[2000].も 主張するように,自 由貿易協定で重要な大きなポイン トのひと.つは

こうした対韓投資の促進であって,筆 者 もまた実はこの論点こそが日韓協定の

.最 も重要なポイントであると考えている。

というのは,こ ういうことである。韓国側のアジア危機以降の対内投資促進

への意欲や措置は十分である。たとえば,外 資系企業による土地所有制限の緩

和を始め投資促進地域の優遇措置など日.本では考えられないような措置も多く.

見られる。ただ,そ れでもそうした措置があれば日本企業は直ちに対韓投資を

.考えるとい うほど事態は甘 くない。韓国国内の賃金水準は上昇 してお り,賃 金

水準については中国以上の魅力を感 じさせない。ま却,特 殊な分野を除いて技

術的にも中国 との格差が急速に縮ま りつつある。そして,最 後に韓国市場の小

ささである。先に日中韓のGDP規 模の現在と将来の比率 を述べたが,そ れで

わかるように韓国の市場規模は非常に小さい。つまり,韓 国市場での販売を期

待 して韓国に工場を建設 したいと思うほど韓国の市場は魅力的ではない。そし

て,こ のことを逆に言うなら,韓 国に工場を置いて日本や中国に輸出できるの

ならそれは良いとい うことになるということである。ただ し,も ちろん,企 業

家にこう考えてもらうためには,日 本との,あ るいは中国との関税障壁が無く

.なっていなければならない。関税障壁がある限り,日 本や中国市場を目指す企

業は投資先として もまた日本や中国を選択するものと思われるからである.た
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だ し,こ こで想 定 して い る企 業 は主 に ヨー ロ ッパ や ア メ リカの.企業 で あ る。 日

本企 業や 中 国企 業 は 日本 国 内 や 中 国 に生 産拠 点 を 置 きつ つ 日本 市 場 や 中国.市場

を狙 う と考 え られ るが,日 本 市 場 や 中 国 市場 を狙 う域 外 企 業 は こ の地 域 の 自由

.貿 易 協 定 の成 立 に よ って 韓 国 に 生 産拠 点 を置 こ う とす る可 能 性 が 広 が る とい う

見 方 で あ る。

そ して実 際,メ キ シ コ のNAFTA加 盟 時 に は こ の よ うな効 果 が 生 じた。 米

国 とい う巨大 な市 場 を狙 う企 業 はNAFTAへ の メ キ シ コ の加 盟 に よ っ て メ キ

シ コを 生 産拠 点 と して利 用 す る こ とが で き る よ う にな り,.よ って メ キ シ コへ の

投 資 が 増 大 す る とい うこ とが あ った 。 現 在,日 本 は メ キ シ コ との 自 由貿 易 協 定

の締 結 に向 け て協 議 中 で あ るが,こ れ は ア メ リ カ企 業 がNAFTAの おか げ で

自国 か らの部 品 ・資 材 が 無 税 で 調達 で き るが,日 本 企 業 は(今 年 か らの マ キ ラ

ドー ラ 〔保 税 加.]二区)の 廃 止 に.よっ て)20%の 関 税 を賦 課 さ れ る とい う デ メ

リ ッ トを解 消 す る とい う意 図か ら考 案 され た もの で あ る。 自由貿 易 協 定 が 外 国

投 資 に ど う促 進 的 で あ るか を示 す ひ とつ の例 で あ る。

実 際,国 際 貿易 投 資 研 究 所 『世 界 主 要 国 の 直接 投資 統 計 集 」 に よ る とメ キ シ

コ の場 合 ,NAFTA協 定 の94年 に お け る発 効 は対 内 投 資 を前 年 の 約100%増

〔49億 ドルか ら96億 ドルへ)に まで 引 き上 げ て い る。 また,こ の増 加 は そ の 多

くが 域 外 か ら の も ので あ っ た こ と も重 要 で あ る。 日本 か らの投 資 は0.7億 ドル

か ら6億 ドル に8倍 化 し,そ の他 の ア ジ アか.らの 投 資 は0.4億 ドルか ら13億 ド

ル に32倍 化,さ ら にEUか らの投 資 も6億 ドルか ら19億 ドル に3倍 化 した。

自由 貿 易協 定 は上述 の よ うに,特 に域 外 か らの 投 資促 進 効 果 が大 きい こ と を窺

わ せ る。 日韓 協 定 が た とえ ばEU諸 国 の対 韓 投 資 を 数 倍 に増 加 させ る可 能 性

は十分 に存 在 す る。

た だ し,そ れ で も最 後 にの べ て お きた い の は ,日 韓 協 定 の実 現 の成 否 を最 終

的 に決 め る の は以 上 の よ うな 単 な る 「.協定 が損 か 得 か 」 とい った レベ ルの 問題

で は な く,結 局 の と ころ,両 国 国民 の 問で の信 頼 関 係 の 有 無 に よ ろ う とい う こ

とで あ る。 筆 者 の ひ と りは 昨 年秋 に 日韓 産 業 技 術協 力財 団 の 組織 した 「第.1回
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次 世 代 オ ピニ オ ン リー ダー 訪 韓 団」 の一 員 と して訪 韓 し,そ れ ま.で知 ら なか っ

た韓 国 国 民 の 日本 に対 す る 複雑 な思 い を知 る こ とが で きた 。 た と えば,韓 国 国

民 に と って 最 も有 名 な 日本 人 とは豊 臣秀 吉 で あ る とい った 事 実 で あ る。 こ う し

た 歴 史 に 根 ざ した 両 国 間 の感 情 問題 を解 消 す る こ と な く,特 定 産 業 で は あ って

も何 らか の 痛 み を伴 う 自由貿 易 協 定 は実 現 で き ない だ ろ う し,ま た 日本 企業 が

韓 国 に お い て 韓 国 国民 と良好 な労 使 関係 を形 成 す る こ とは 困 難 で あ ろ う。 こ う

した 問題 を 非 常 に 強 く感 じた。

した が って,日 韓.協定,・あ る い は 「日韓+中 」協 定 の実 現 に と って今 後 本 当

に必 要 な こ とは以 上 の よ う な純 粋 な経 済 学 的計 算 とい うよ りは,両 国 国民 の 間

の信 頼 関係 を どの よ う に築 くか と.いった 問題 か も知 れ な い。 前 述 の訪 韓 時 に は,

韓 国 人 プ レー ヤ ーが 在 籍 す る 日本 の サ ッカー チ ー ム を応 援 す る こ とか ら あ りの

ま ま の 日本 を知 る こ と と な った 若 い 学 生 た ち や 日本映 画 を通 じて 日本 を再 認 識

す る こ と とな った 若 者 た ち と知 り合 う こ とが で きた。 この意 味 で,現 在 両 国 間

で進 め られ て い る文 化 交 流 事 業 や文 化 の 開放,留 学 生 の相 互 交換 な どの 幅広 い

枠 組 み か ら 日韓 経 済 交 流 は 捉 え られ な け れ ば な らない ので は ない だ ろ うか 。

本 章 冒頭 に述 べ た よ うな 二千 年 近 くの両 国 関係 を振 り返 り,ま た そ の正 常 な

回復 を実 現 す る作 業 は様 々 な分 野 に広 が って い る。
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